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１. 2022年度実証結果の報告

①2022年度実証の概要

②2022年度実証の計測結果











２. 2021年度実証の検証について

①実行速度の偏在

②2021年度実証結果の精査

③2021年度実証結果の分析

④計測に用いる端末に関する分析













３. SWGのとりまとめに向けて（案）

①固定BBサービスの品質の計測方法（案）
②計測結果の公表の在り方について（案）
③事業者が自ら品質を計測（自走）する場合の費用（試算）
④品質の測定方法の確立に向けてご審議いただきたい事項













19３ー③ 事業者が自ら品質を計測（自走）する場合の費用（試算）

モニタユーザPC 測定専用端末 ※速度計測のみに使用

ハードウェア
モニターユーザPC

（日常使いと併用）
PC端末 モバイル端末 Android box

測定ツール 民間アプリ 総務省アプリ

上限速度 想定範囲 10Gbps 1Gbps 300Mbps

費
用
関
係

端末費 無料
デスクトップPC 15万円～/台
ノートPC 10万円～/台

10万円～18万円 ２万円～/台

アプリ
（ライセンス費）

無料～
※民間アプリによる

数百万円～
※実稼働日数（単位：人日）で変化

サーバ費用 ※使用するサーバによる

その他費用 輸送費、謝礼金等 輸送費、LANケーブル、アダプター、謝礼金、端末保管費等

特定の速度プラン（例：上限速度１Ｇｂｐｓ）のサービスについて、15人 × ６日 × 1プロット/h × ２（住居形態別）を総務省アプリで測定を行う場合

１事業者が単独で測定する場合： （総額）約1,400万円
→ 10万円/台の端末を30台購入した場合、約1,700万円の費用負担

15事業者で共同測定する場合： （総額）約3,500万円
→ １事業者あたり約230万円。10万円/台の端末を30台購入して共同利用する場合、事業者あたり約250万円の費用負担

45事業者で共同測定する場合： （総額）約4,700万円
→ １事業者あたり約110万円。10万円/台の端末を90台購入して共同利用する場合、事業者あたり約125万円の費用負担

⚫今後、固定ＢＢサービスを提供する事業者が自ら品質計測を行う場合、①端末費、②測定アプリ使用費（ライセンス費）、
③サーバ利用費 （設備費）その他の費用（端末等の輸送費、謝金等）といった費用負担が発生。

⚫このうち、上記①～③の項目に関する費用の具体的な規模感について以下のとおり試算。



20３－④ 品質の測定方法の確立に向けてご審議いただきたい事項

１．ガイドラインの作成

✓ ＳＷＧにおける検討結果を取りまとめ、固定ブロードバンドサービスの品質計測手法等に関するガイドラインを策定してはどうか。

• 事業者間の公平性・中立性の観点から、固定ＢＢサービスを提供するすべての事業者に共通の品質測定に関するガイドラインの
策定が必要ではないか。

• 消費者への情報提供の方法については、品質測定のガイドラインとして重要な要素である一方、消費者保護ルールに関する既存の
ガイドラインに追記することについても検討が必要ではないか。

【参考】 電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドラインにおいては、ベストエフォート型のサービスについては、伝送速度
が低下する場合があること等、既に品質に関する説明を行うこと等について規定されている。

２．計測費用の低廉化に向けた取組について

✓ 必要プロット数を最低1,200とした場合、一の事業者が特定の速度プランの実効速度を計測するのに必要な費用は約1,700万円であると
試算しているが、特に中小規模の事業者にとっては大きな費用負担であり、費用負担の軽減策が必要ではないか。

✓ 費用に関する試算においては、より多くの事業者が測定端末や測定サーバを共同利用することで事業者あたりの費用負担が軽減する
可能性が示されているところ、事業者が共同で測定を行う枠組等の在り方について検討が必要ではないか。

✓ その際、測定端末や測定サーバの共同調達・共同利用に関する調整については、事業者間の民民の調整に委ねるべきであるという考え
方がある一方、より多くの事業者から品質計測の枠組みに参加を得る観点から、モバイルＢＢの速度計測の事例に倣い、業界団体を通じ
て固定ＢＢサービスの品質測定の取組を普及していくことも考えられるのではないか。

【参考】 業界団体に期待される具体的な役割としては、民間アプリの選定、事業者間のスケジュール調整、共用端末の調達・保管、
品質計測に関するベストプラクティスの共有等が考えられる。

３．その他自走に向けて検討が必要な事項

✓ 遅延及びパケットロスについては、アプリによって計測できない又は追加費用が発生する場合があるとともに、消費者においては、これら
の情報がサービスの選択に当たって必ずしも有意義な情報となり得ないことも考えられるところである。これらの項目の取扱いについては、
サービス品質に関する指標としての活用の在り方について今後さらなる検討が必要ではないか。

✓ 今回の検討を通じ、上限速度が１Ｇｂｐｓ以下のサービスについては公正、中立的かつ効率的な品質測定の方法が確立されつつあるが、
上限速度が１Ｇｂｐｓ超のサービスについては確立するに至らなかったところである。これらのサービスにおける共通の品質測定の確立に
向けて今後取り組むべき事項は何か。


